
◎所得税法等の一部を改正する法律 
（令和六年三月三〇日法律第八号）   

一、 提案理由（令和六年二月一六日・衆議院財務金融委員会） 

○鈴木国務大臣 ただいま議題となりました所得税法等の一部を改正する法律案につき

まして、提案の理由及びその内容を御説明申し上げます。 

 政府は、物価高を上回る持続的な賃金の上昇が行われる経済の実現、生産性の向上等

による供給力の強化等の観点から、国税に関し、所要の改正を行うため、本法律案を提

出した次第であります。 

 以下、この法律案の内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、賃金の上昇が物価高に追いついていない国民の負担を緩和し、物価の上昇を

上回る持続的な賃金の上昇が行われる経済の実現を目指す観点から、所得税の定額減税

の実施及び賃上げ促進税制の強化等を行うこととしております。 

 第二に、資本の蓄積の推進及び生産性の向上による供給力の強化のため、戦略分野国

内生産促進税制及びイノベーションボックス税制の創設を行うこととしております。 

 第三に、スタートアップエコシステムを抜本的に強化するため、ストックオプション

税制の適用要件の見直し等を行うこととしております。 

 第四に、経済のグローバル化を踏まえたプラットフォーム課税の導入等を行うことと

しております。 

 このほか、住宅用家屋の所有権の保存登記等に対する登録免許税の特例等について、

その適用期限の延長や整理合理化等を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の提案の理由及びその内容であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院財務金融委員長報告（令和六年三月二日） 

○津島淳君 ただいま議題となりました法律案につきまして、財務金融委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、物価高を上回る持続的な賃金の上昇が行われる経済の実現、生産性の向上等

による供給力の強化等の観点から、所得税の定額減税の実施、賃上げ促進税制の強化、

戦略分野国内生産促進税制及びイノベーションボックス税制の創設等を行うものであり

ます。 

 本案は、去る二月十三日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、当委員会

に付託され、十六日鈴木財務大臣から趣旨の説明を聴取し、二十日から質疑に入り、本

日質疑を終局いたしました。次いで、討論を行い、採決いたしましたところ、本案は賛

成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年三月二日） 



 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 所得税の定額減税の実施に当たっては、対象者が確実に減税措置を受けられるよう、

適切な執行体制を確保するとともに、十分な周知・広報を行うほか、各事業者や自治

体の事務負担にも配慮し、減税事務の円滑な実施に努めること。とりわけ、令和六年

能登半島地震の被災地においては、被災地の実情に十分配慮した対応に努めること。 

二 賃上げ促進税制については、中小企業の実態を踏まえ、長期にわたり実施されてい

る同税制の効果の検証を行うとともに、新たに創設された上乗せ要件が子育てと仕事

の両立支援や女性活躍支援に与える効果についても的確に把握するよう努めること。 

三 新たに創設される各種の企業関係税制については、今後、各措置の適用実態を検証

し、企業等の行動変容を促すインセンティブ措置として機能しているか否か等の観点

から、政策効果や必要性をよく見極めた上で、一部の企業等に対する過度の優遇にな

らないよう、不断の見直しを行うこと。 

四 今般の政治資金を巡る問題を踏まえ、税制は国民の理解と信頼の上に成り立ってい

るとの認識の下、国民からの税に対する信頼を損なわないよう、課税上問題があると

認められる場合には適時・適切に税務調査を行うなど、適正、公平な課税の実現に努

めること。 

五 適格請求書等保存方式（インボイス制度）が実施されたことにより、事業者間取引

において不当な扱いが生じているといった意見があることを踏まえ、中小・小規模事

業者に対する不当な扱いを防止するための取引環境の整備への取組を強化すること。 

六 高水準で推移する申告件数及び滞納税額、経済取引のグローバル化・デジタル化に

よる調査・徴収事務等の複雑・困難化、新たな経済活動の拡大、軽減税率制度やイン

ボイス制度の実施への対応など社会情勢の変化による事務量の増大に鑑み、適正かつ

公平な課税及び徴収の実現を図り、国の財政基盤である税の歳入を確保するため、国

税職員の定員確保、職務の困難性・特殊性を適正に評価した給与水準の確保など処遇

の改善、機構の充実及び職場環境の整備に特段の努力を払うこと。 

  特に、社会的関心の高い消費税の不正還付防止への対応、国際的な租税回避行為や

富裕層への対応を強化し、更には納税者全体への税務コンプライアンス向上を図るた

め、定員の拡充及び職員の育成等、従来にも増した税務執行体制の強化に努めること。 

三、参議院財政金融委員長報告（令和六年三月二八日） 

○足立敏之君 ただいま議題となりました法律案につきまして、財政金融委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、物価高を上回る持続的な賃金の上昇が行われる経済の実現、生産性の向

上等による供給力の強化等の観点から、国税に関し、所要の改正を行おうとするもので

あります。 

 委員会におきましては、定額減税の実施に当たり能登半島地震の被災者を始め国民に

対して周知徹底を図る必要性、中小企業の賃上げの実現に向けた賃上げ促進税制の在り



方、戦略分野国内生産促進税制の目的及び効果、プラットフォーム課税創設の意義、租

税特別措置の適用実態及び政策効果の検証方法の妥当性等について質疑が行われました

が、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、立憲民主・社民を代表して柴愼一委員、日

本維新の会・教育無償化を実現する会を代表して柳ヶ瀬裕文委員、日本共産党を代表し

て小池晃委員より、それぞれ反対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年三月二八日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 所得税の定額減税の実施に当たっては、対象者が確実に減税措置を受けられるよう、

適切な執行体制を確保するとともに、十分な周知・広報を行うほか、各事業者や自治

体の事務負担にも配慮し、減税事務の円滑な実施に努めること。とりわけ、令和六年

能登半島地震の被災地においては、被災地の実情に十分配慮した対応に努めること。 

二 賃上げ促進税制については、中小企業の実態を踏まえ、長期にわたり実施されてい

る同税制の効果の検証を行うとともに、新たに創設された上乗せ要件が子育てと仕事

の両立支援や女性活躍支援に与える効果についても的確に把握するよう努めること。 

三 新たに創設される各種の企業関係税制については、今後、各措置の適用実態を検証

し、企業等の行動変容を促すインセンティブ措置として機能しているか否か等の観点

から、政策効果や必要性をよく見極めた上で、一部の企業等に対する過度の優遇にな

らないよう、不断の見直しを行うこと。また、他の租税特別措置についても、適用実

態の把握と効果等の検証を十分に行い、効果が不透明なもの等は廃止・縮減するなど、

徹底した改革を推進すること。 

四 今般の政治資金を巡る問題を踏まえ、税制は国民の理解と信頼の上に成り立ってい

るとの認識の下、国民からの税に対する信頼を損なわないよう、課税上問題があると

認められる場合には適時・適切に税務調査を行うなど、適正、公平な課税の実現に努

めること。 

五 適格請求書等保存方式（インボイス制度）が実施されたことにより、事業者間取引

において不当な扱いが生じているといった意見があることを踏まえ、中小・小規模事

業者に対する不当な扱いを防止するための取引環境の整備への取組を強化すること。 

六 高水準で推移する申告件数及び滞納税額、経済取引のグローバル化・デジタル化に

よる調査・徴収事務等の複雑・困難化、新たな経済活動の拡大、軽減税率制度やイン

ボイス制度の実施への対応など社会情勢の変化による事務量の増大に鑑み、適正かつ

公平な課税及び徴収の実現を図り、国の財政基盤である税の歳入を確保するため、国



税職員の定員確保、職務の困難性・特殊性を適正に評価した給与水準の確保など処遇

の改善、機構の充実及び職場環境の整備に特段の努力を払うこと。 

  特に、社会的関心の高い消費税の不正還付防止への対応、国際的な租税回避行為や

富裕層への対応を強化し、更には納税者全体への税務コンプライアンス向上を図るた

め、定員の拡充及び職員の育成等、従来にも増した税務執行体制の強化に努めること。 

  右決議する。 


